



















内生的な生産性の継続的な上昇が長期持続成長をもたらすとする Endogenous Productivity Growth
Modelsでは、その内生的な生産性の向上は学習効果（Arrow（1962）、Young（1991））や人的資本の
蓄積（Uzawa（1965）、Lucas（1988））、R&D投資（Romer（1986，1990）、Grossman and Helpman
（1990，1991））といった経済活動を通じて実現されると考えられている。1 この中で特に R&D and
Productivity Growthと呼ばれるモデルでは、一国の所得水準は長期成長率に左右され、その成長率
は R&D投資水準等に依存すると考えられている。2 これらのモデルでは、R&D投資の高い水準の






































































( )R RFI R1t t t 1e= + - - 1





















「技術知識ストック」 「知識」・資本ストック比率 X Xt t 5-
1965 41.36 0.020
































つは以下の R&D投資を含んだマクロ生産関数（但し、B、l、n と j は定数で、Y、K、L と R は
各々産出、物的資本投入、労働投入と技術知識ストックを表わしている）について、産出の技術知識
ストックの弾力性 jを推定することである。
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( )a ( )b ( )c ( )d
y R 2 y R 2 y R 2 y R 2
1955 – 92 0.121 0.025 0.082 -0.003 0.117† 0.023 0.110† 0.018
(1.39) (0.95) (1.37) (1.30)
1955 – 80 0.192† 0.049 0.172† 0.034 0.181† 0.041 0.159 0.024
(1.52) (1.37) (1.43) (1.27)
1980 – 92 -1.034 0.374 -1.167 0.430 -0.920††† 0.306 -0.701†† 0.170
(-3.06) (-3.39) (-2.68) (-1.97)
これを見てみると、改革前（1955～ 80）の収益率についての推定値はプラスの値が得られている
が、パフォーマンスは非常に良くなかった（修正済みの .Rsq が非常に低かった）。これに対し、改革
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と仮定しているため、L LY= である。また、資本は最終財生産企業と R&D投資企業の間で配分され
ると仮定されるので、社会全体の資源制約は以下の式で与えられる。
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9 式を考慮して、いま、 f minz_ i、 f maxz_ i、Amin、Amaxを各々観察された生産技術、潜在的生
産技術、与えられたノルマ、最大可能な産出量とすると、レント・シーキング志向をもつ企業は
Aminを達成するのに、実現可能な f maxz_ iに対し、Rent（或は「余裕」。以下では Rentで表す）を
含めた f minz_ iを選択して生産を行うと考えられる。これらの関係は図－ 3で示されている。20 確
保された Rentを産出量から見ると、同じ投入量 K Rjに対し、生産技術 f maxz_ iのもとでの可能な最
大産出量 Amaxとその企業が実際に生産する産出量 Aminとの差である。同じように Rentを投入量で
見ると、産出 Aminが最も効率的に生産される場合の最低必要な投入量 K ,R minとこの企業が Aminを生
産するときに実際に使おうとしている K Rjとの差である。Aminがノルマとして与えられた場合、ノ
ルマ Aminと潜在的生産技術 f maxz_ i、実際レント・シーキング志向の知識財生産企業が選択する生
産技術 f minz_ iとの関係は以下の式で示される。
A K K













r logK logK K K1 , ,R min Rj Rj R min/ $- ` _j i ¡1
ここで、K ,R minは Aminを生産するのに必要な最低投入量、K Rj（ j 1$ ）は必要以上に請求される投入
量を表す。r（r は ,r 0 1! _ Aの値を取るものとする）は集権性経済企業の Rentに対する嗜好や習性を
表すものである（簡単化のため、これを外生的に決められたものとする）。Rentは K Rjと K ,R minのギ
ャップで評価される（ここでは、確保された Rentの全ては使用されるものとする）。企業が Rentに




に入れ、異なる生産技術の選択によって生じる「真」の外部効果とのギャップを j max/b z z と定
義するとき、外部効果のギャップと r の関係は以下の式で表される。
r1j max/ = -b z z ¡2
よって、「真」の外部効果とのギャップを表わす bの値は企業の Rentに対する嗜好 r によって定め
られる。r の取りうる値 ,r 0 1! _ A に対し、b の値は ,1 0!b i7 で決められる。¡1 式と¡2 式から、
Rentと外部効果の関係は以下のように表わされる。
KlogK log r1 0,
j max
Rj R min+ + +# # $ $z z b ¡3
これらの関係式から読み取れるように、Rentに対する嗜好、あるいは Rentの相対的な大きさは外部








= H z_ i を考慮に入れると、Rent を含む知識財の生産関数は以下のように表わされ
る。21
( ) ( )A t K tR= H
bz
¡4
但し、 ( )A t、 ( )K tR 、zは各々 Amin、K Rj、
maxz に対応している。
3.2 定常成長と動学
資本制約式（6式）のもとで、K KR = a 、K K1Y = - a_ i （ ( , )0 1!a ）としよう。これを考慮して、
¡4式を8式に代入して１人当たりの変数で書き直すと、１人当たりの社会的生産関数は以下のよう
に表わされる。
( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )y t A K t k t t Bk t L tR
a
y
a a a1 1
= =
- - } bz_` ij ¡5
ここで、 ( )B 1a a a1/ -a aH -bz 、 ( )a a1/ + -} bz 、 ( ) ( )L t exp nt= である。経済全体の資本蓄積は最
終財生産部門によって行われると想定すれば、資本蓄積方程式は k Bk L c nka= - -} bzo のように与え
られる。経済全体の最適化問題はこの予算制約のもとで、4式の家計の効用関数を最大化するよう
に行われ、これを解くための当該価値のハミルトンニアンは以下のように定義される。
( )H u c Bk L c nka= + - -h } bzc m ¡6
１階条件及び資本蓄積の方程式から、経済は以下の動学方程式によって特徴付けられる。
c c Bk L



















の一人当たりの変数の動きがわかる。22 以下では、¡7式で与えられた kの成長率に注目して kの動
学を見てみよう。¡7式より、B、nは定数であり、長期成長経路上では消費と資本の成長率が一致す
るため、k の成長率 /G k kk/ o の動きは L k
a 1-bz } の動きに依存する。更に¡7 式の Gk の変化率





k an G G1k k k/ = + -bz }o
ooe _`o i j ¡8
¡7式により、Gkの初期値が決まれば、Gkのその後の動きは¡8式によって決められる。Gkの値を正
とすれば、Gkの動きは¡8式の ( )an G1 k+ -bz } の値に依存して決められる。まず、Gkが一定とな
るような Gk を見てみよう。つまり、 ( )an G1 0k+ - =bz } かつ G 0k = となる場合である。



















う。 2 6 まず、 < <0 1b のケースを見てみよう。 0=bY 、 >n 0 である限り、Gk の動きは¡8 式に従
う。 >G Gk
) ならば、Gk は減少し、 <G Gk
) ならば、Gk は増加する。そして、経済は長期成長率
( )G n 1= -bz bz) （¡9式）に落ち着く。但し、bの存在しない経済に比べて、定常状態の成長率は
低くなる。
一方、もし全て知識財企業が Rent-Seekerとなり、しかも知識財生産に対する投入の全てが Rent
に消えてしまう場合（つまり、 r0 1+= =b となる場合）は、¡8式より、経済は >G G 0=) )) に辿り




z n b G*
A国（非効率投資国） 0.9 0.04 0.5 0.04














（実証）的な分析である。これらの分析は既に Mankiw et al.（1992）、Barro and Sala-i-Martin（1992）、
Mulligan and Sala-i-Martin（1992）によってなされてきたが、収束に対する解釈は必ずしも一致する
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k t1( ) ( ) ( )logk ta1 1/ = - + + =d l }) )















但し、Barro and Sala-i-Martin（1995）)の議論と比較するために、ここでは、B と } は、B /
( )1( ) ( )a a a1 1 -a aH - -bz 、 ( )a a1/ - +} bz のように書き換える。k 0=o （定常均衡の定義）より、
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na1 1/ - - + +n bz d l_ _ _i i i
ここで、 ( )g logX 0=) （定義）であり、nは収束係数である。29 一方、初期値と定常値とのギャップ
は、 ( > )0n n の率で収束していくという意味で、nはしばしば経済の収束速度として使われている。
例えば、初期値と定常値とのギャップが 1/2、3/4 に消失するのにかかる時間は ( )x exp t= - n よ
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めに、 ( )( )na1= - - + +n c d l という収束係数（Solowのケース）を考えた。つまり、彼らは生産
関数を ( )Y K H e La t a1= - -c l c（ ( ) ( )Y Le K H e Lt a t a& = +l c l c）のように考えている。但し、K と
H は各々物的と人的資本を表わし、lは実質 GDPの長期成長率として考えている。彼らは、収束係
数における基礎パラメーターは経験上から .n 0 01= 、 .0 05=d 、 .0 02=l のように設定し、以下のよう
な nの値の試算結果を出している。
表４： Barro and Sala-i-Martin（1995）の試算結果
.0 056=n （年率 5.6％） if .a 0 300= （ 0=c ）
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a1 1 1 1 1
= =H H-
- - - - -bz bz z
™2
第１式は¡5式そのものであるが、第２式は前文の Barro and Sala-i-Martin（1995）の式に対応してい






は Barro and Sala-i-Martin（1995）の言う「実証的な根拠」の値とは、かなり離れている。よって、
半減期で考える経済の定常均衡への収束時間は、Barro and Sala-i-Martin（1995）の 35年が必要であ
るのに対し、投資が非効率的に行われる（例えば、3/5が無駄になる）場合は、22年しかかからない
（上述の Solow収束係数についての説明文を参照）。一方、もし、この場合でも Barro and Sala-i-
岑　　智偉124
表５： Solowモデルのケース（1）： .0 375=z , .a 0 375=
b z a ( )( )a1 11 = - -c bz ( )a12 = - -c bz n + +d l 1n 2n
0.9 0.38 0.38 0.4141 0.2875 0.08 0.033 0.023
0.8 0.38 0.38 0.4375 0.3250 0.08 0.035 0.026
0.7 0.38 0.38 0.4609 0.3625 0.08 0.037 0.029
0.6 0.38 0.38 0.4844 0.4000 0.08 0.039 0.032
0.5 0.38 0.38 0.5078 0.4375 0.08 0.041 0.035
0.4 0.38 0.38 0.5313 0.4750 0.08 0.043 0.038
0.3 0.38 0.38 0.5547 0.5125 0.08 0.044 0.041
0.2 0.38 0.38 0.5781 0.5500 0.08 0.046 0.044













表６： Solowモデルのケース（2）： .0 5=z , .a 0 5=
b z a ( )( )a1 11 = - -c bz ( )a12 = - -c bz n + +d l 1n 2n
0.9 0.5 0.5 0.2750 0.0500 0.08 0.022 0.004
0.8 0.5 0.5 0.3000 0.1000 0.08 0.024 0.008
0.7 0.5 0.5 0.3250 0.1500 0.08 0.026 0.012
0.6 0.5 0.5 0.3500 0.2000 0.08 0.028 0.016
0.5 0.5 0.5 0.3750 0.2500 0.08 0.030 0.020
0.4 0.5 0.5 0.4000 0.3000 0.08 0.032 0.024
0.3 0.5 0.5 0.4250 0.3500 0.08 0.034 0.028
0.2 0.5 0.5 0.4500 0.4000 0.08 0.036 0.032
0.1 0.5 0.5 0.4750 0.4500 0.08 0.038 0.036
表７： Solowモデルのケース（3）： .0 375=c , .a 0 375=
b a c ( )( )a1 1= - -z c bz_ i ( )a1= - -z c bz_ i
0.9 0.38 0.28 0.667 0.417
0.8 0.38 0.28 0.750 0.469
0.7 0.38 0.28 0.857 0.536
0.6 0.38 0.28 1.000 0.625
0.5 0.38 0.28 1.200 0.750
0.4 0.38 0.28 1.500 0.938
0.3 0.38 0.28 2.000 1.250
0.2 0.38 0.28 3.000 1.875
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表８： Solowモデルのケース（4）： .0 5=c , .a 0 5=
b a c ( )( )a1 1= - -z c bz_ i ( )a1= - -z c bz_ i
0.9 0.38 0.28 0.667 0.417
0.8 0.38 0.28 0.750 0.469
0.7 0.38 0.28 0.857 0.536
0.6 0.38 0.28 1.000 0.625
0.5 0.38 0.28 1.200 0.750
0.4 0.38 0.28 1.500 0.938
0.3 0.38 0.28 2.000 1.250
0.2 0.38 0.28 3.000 1.875
0.1 0.38 0.28 6.000 3.750
表９：最適成長モデルのケース（1）： .1 00=v , .a 0 3=
b a z t n d v v ( )v z ( , )v1 z b ( , )v2 z b
0.9 0.3 0.5 0.05 0.01 0.05 1.00 -0.120 -0.041 -0.046 -0.056
0.8 0.3 0.5 0.05 0.01 0.05 1.00 -0.120 -0.041 -0.052 -0.062
0.7 0.3 0.5 0.05 0.01 0.05 1.00 -0.120 -0.041 -0.058 -0.069
0.6 0.3 0.5 0.05 0.01 0.05 1.00 -0.120 -0.041 -0.064 -0.076
0.5 0.3 0.5 0.05 0.01 0.05 1.00 -0.120 -0.041 -0.071 -0.083
0.4 0.3 0.5 0.05 0.01 0.05 1.00 -0.120 -0.041 -0.079 -0.092
0.3 0.3 0.5 0.05 0.01 0.05 1.00 -0.120 -0.041 -0.087 -0.101
0.2 0.3 0.5 0.05 0.01 0.05 1.00 -0.120 -0.041 -0.097 -0.112
0.1 0.3 0.5 0.05 0.01 0.05 1.00 -0.120 -0.041 -0.108 -0.116
ここでは、vは一般の最適成長モデルと同じ収束係数（ 0=z の場合）、 ( )v z は知識資本投資の非効
率性が全くなく、しかも技術進歩を内生的に考えた場合（つまり、収束係数を表す式の 1=b とおい



















表 10：最適成長モデルのケース（2）： .1 50=v , .a 0 4=
b a z t n d v v ( )v z ( , )v1 z b ( , )v2 z b
0.9 0.4 0.5 0.05 0.01 0.05 1.50 -0.069 -0.025 -0.029 -0.041
0.8 0.4 0.5 0.05 0.01 0.05 1.50 -0.069 -0.025 -0.032 -0.045
0.7 0.4 0.5 0.05 0.01 0.05 1.50 -0.069 -0.025 -0.036 -0.049
0.6 0.4 0.5 0.05 0.01 0.05 1.50 -0.069 -0.025 -0.040 -0.053
0.5 0.4 0.5 0.05 0.01 0.05 1.50 -0.069 -0.025 -0.044 -0.058
0.4 0.4 0.5 0.05 0.01 0.05 1.50 -0.069 -0.025 -0.048 -0.063
0.3 0.4 0.5 0.05 0.01 0.05 1.50 -0.069 -0.025 -0.053 -0.069
0.2 0.4 0.5 0.05 0.01 0.05 1.50 -0.069 -0.025 -0.058 -0.076
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但し、 >n 01= -~ t 、 ( ) ( ( )) ( )a n12/ + + - - +~ t d bz bz d8 A（横断性条件が満たされれば、こ
の式が常に成立する）、 ( )( )( ) >a1 1 03/ + - -~ t d bz v である。これによって、特性方程式は、以
下のようになり、
v Trace v Det v v 02 2 1 2 3#- + = - - =~ ~ ~
固有値は次式で得られる。















+t t t d v
bz














この式を３節の議論と関連すれば、もし知識財の生産による外部効果が 1 1+= =} bz （AK生産技
術の場合。本文のl式についての説明文を参照）であれば、 >v 01 、v 02= となるので、収束は現れな
いことを意味する。また、 > >1 1+} bz （収穫逓増の場合）であれば、収束のスピードが遅くなる
ことを意味する。これらに対し、もし < <1 1+} bz （Rentが存在すれば、この条件が満たされるこ
とは既に確認されている）であれば、
< , > , <Det Trace v v0 0 02 3 1 1 2=- =~ ~ ~
であるように、この動学システムは２つの異なる異符号の固有値をもち、サドル・径路の安定性を満
たしている。よって、 < <v v02 1の２つの解が求められ、この微分方程式系の解は、以下のようにな
る。
™4
但し、D1と D2 は任意の定数である。K だけについてみると、logkの対数線形化に関する解は以
下のようになる。
( )logk t logk D e D ev t v t1 2
1 2= + +
)
>v 01 であるので、 ( )lim logk t logkt ="
)
3 _ i となるには、D 01= となることが必要である。これを考慮
に入れ、初期値、つまり ( )D log k logk02= -
)_ i を定めれば、最適成長モデルにおける ( )logk t と
( )log y t の時間径路は™1式のように求められる。
但し、v v2/ - と置き換えている。また、 ( )logy t は¡5 式の ( )






)logLa+ bz を考慮に入れて得られたものである。これは正しく Solow モデルにおける ( )logk t と






































































ここで、 ( , ) ( )C log E i t T T e T logy1 vt/ + - + -l )-_ ci m であり、|は誤差項である。前者に関して
は、 ( )E E exp t0= l を使っている。一般的にこの式を非線型最少２次乗法で、収束係数を計測するこ
























! である（RI t 1- は t-1期における研究開発投資額）。技術知識フローは今期
の投資と過去の投資のうち、ラグを経て今期に成果として残る部分との和であるが、現実的に分布ラグ


































Be Rt= l jのように変形し（但し、Aは全要
素生産性を表わしている）、その上昇率を求めると、d式が得られる。
11 括弧内の値は t値で、†、††と †††は各々 0.10、0.05、0.01の水準で有意であることを示している。a
とbは 1997年までの『中国統計年鑑』を用いて、Cobb-Douglas型のマクロ生産関数で推定した資本
弾力性の推定値（aは各期間の推定値、因みに、1955-80年の推定値は 0.52、t値は 8.01、 .Rsq は 0.69
であり、1980-92年の推定値は 0.76、t値は 9.39、 .Rsq は 0.88である。bは全期間の推定値、因みに、
1955-92年の推定値は 0.71、t値は 17.5、 .Rsq は 0.88である。）に基づいて TFPのデータを作成し、そ














20 このようなグラフの基本アイデアは中村（1992）によるものである。これを9式に対応すれば、 < 1z の
ケースに当たるが、知識財を生産するのに十分な資本投入量が必要であるとされているので、 1$z の
ケースも適応されよう。
21 ¡2式と ( / )K A /min min
1 max
= H z を¡1式に代入して整理すれば、¡4式が得られる。
22 D. Romer（1996）はこのような一ストック変数の動学モデルについて、その動学を成長率の変化で調
べている。ここではこの手法を活用する。
23 もし前節で議論された Rentを考えなければ、G 0k = は自明となろう。
24 通常の定常成長経路を考えても、同じような成長率が得られるであろう。つまり、定常状態の定義
( ) ( )c t k t 0= =o o を考慮して、¡7式の消費成長率を表す式を時間微分すれば、同じく¡9が得られる。更に







26 通常の分析ではこの成長率の性質を観るために、 1$z 、つまり収穫逓増ないし一定のケース、 < 1z つ
まり収穫逓減のケースを区別して議論しなければならないが、このモデルにおいては、¡3式のように、
もし知識財生産企業が Rentを獲得すれば、その場合の外部効果を表わす jz （¡1式～¡3）は bの存在
によって「真」の外部効果（ maxz ）から乖離される。 bが１以下（ >r 0+ 、Rentが存在する場合）で
ある限り、 1$z というケースが得られにくいと考えられる。
27 0=b （ r 1+ = ）の場合はG aG 0k k
2
#=-o となる。よって唯一の定常均衡はG 0=) ) となる。







心に激しい論争があった。 Chen, Wang et al.（1988）や Jefferson et al.（1992）、Jefferson et al.（1996）
は時系列的に国有部門の TFPが上昇してきたことを示したが、Perkins（1988）や Sachs et al.（19997）
は改革後も国有部門の TFP の上昇が低くて、国有企業の改革の成果を否定した。 Jefferson et al.
（1992）は 84年と 87年の県別のクロス・セクションデータを用いて、国有部門と非国有部門を区別し
て別々の生産関数を推計し、TFPの上昇率を計測した。これによれば、1980～ 88年における TFPの
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R&D and Long-Run Growth with Rent-Seeking:  
A Case of China
Zhiwei    CEN
Abstract
This paper studies the relation between R&D investment and long-run economic growth in China
with an endogenous growth model with rent-seeking.
The relation between R&D investment and productivity growth for the Chinese economy is exam-
ined with data covering years 1952-1992, and the following findings are obtained. First, the size of the
R&D investment had been enormous relative to the budget size despite prolonged large fiscal deficits.
Second, the effect of the investment on the long-run productivity growth had been negligible. These
findings lead to the hypothesis that the inefficiency of the investment is due to rent-seeking activities by
government-owned monopoly enterprises engaged in the investment. In order to examine the effect of
rent-seeking activities on R&D investment and economic growth, a one sector R&D growth model with
rent-seeking is constructed, and the following results are obtained. 
First, rent-seeking activities lower the long-run growth rate of an economy, which depends on the
scale effect and the external effect, by decreasing the size of the external effect. Hence, if rent-seeking
activities are widespread, even under high population growth, the effect of R&D investment on econom-
ic growth can be small. Second, numerical examinations suggest that, as the degree of the investment
inefficiency is higher, the economy converges more quickly to a balanced growth path, but the growth
rate becomes lower.
Keywords :  rent-seeking, R&D, external effect, long-run economic growth
